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様式【震】第１章第１節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第１節 計画作成の趣旨 

 

４ 長野県強靱化計画の総合目標、基本目標を踏まえた防災計画の作成等 

長野県強靱化計画は、大規模災害等に対する県土の脆弱性を認識し、その克服に向けて

事前防災及び減災その他迅速な復旧等に資する施策を総合的に実施するため、国土強靱化

の観点から本県における様々な分野の指針となる計画として「強くしなやかな国民生活の

実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化法」第13条に基づき策定されている。

このため、地方公共団体及び地方指定公共機関は、長野県の国土強靱化に関する部分につ

いては、長野県強靱化計画の総合目標「多くの自然災害から学び、いのちと暮らしを守る

県づくり」を基本とし、基本目標である 

１ あらゆる自然災害において、人命の保護が最大限図られる 

２ 負傷者に対し、迅速に救助・救急・医療活動等が行われるとともに、被災者等の 

  健康、避難生活環境を確実に確保する 

３ 必要不可欠な行政機能、情報通信機能を確保する 

４ ライフラインの被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる 

５ 流通・経済活動を停滞させない 

６ 被災した方々の日常生活が迅速かつより良い状態に戻る 

を踏まえ、本計画の作成及びこれに基づく防災対策の推進を図るものとする。 

 

  第１節 計画作成の趣旨 

 

４ 長野県強靱化計画の総合目標、基本目標を踏まえた防災計画の作成等 

長野県強靱化計画は、大規模災害等に対する県土の脆弱性を克服し、事前防災及び減災

その他迅速な復旧等に資する施策を総合的に実施するため、国土強靱化の観点から本県に

おける様々な分野の指針となる計画として「強くしなやかな国民生活の実現を図るための

防災・減災等に資する国土強靱化法」第13条に基づき策定されている。このため、地方公

共団体及び地方指定公共機関は、長野県の国土強靱化に関する部分については、長野県強

靱化計画の総合目標「多くの災害から学び、生命・財産・暮らしを守りぬく」を基本と

し、基本目標である 

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が行われること 

３ 必要不可欠な行政機能、情報通信機能は確保すること 

４ 必要最低限のライフラインは確保し、これらの早期復旧を図ること 

５ 流通・経済活動が停滞しないこと 

６ 二次的な被害を発生させないこと 

７ 被災した方々が、元の暮らしに迅速に戻れること 

を踏まえ、本計画の作成及びこれに基づく防災対策の推進を図るものとする。 

 

  
 
 
 
 
第３期長野県強靭化計画

の策定（令和５年３月）

により、同計画の趣旨、 
総合目標及び基本目標を

反映 
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様式【震】第１章第３節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

３ 指定地方行政機関 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

(18)第九管区 

海上保安本部 

災害時における救助及び援助に関すること。 

（略） 

６ 指定地方公共機関 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

(6)放送事業者 (信越放送㈱、㈱長野放送、㈱テレビ信州、長野朝日放送㈱、

長野エフエム放送㈱、㈱インフォメーション・ネットワーク・

コミュニティ、エルシーブイ㈱、㈱テレビ松本ケーブルビジョ

ン、㈱上田ケーブルビジョン、㈱ Goolight) 

気象予報及び警報、災害情報等広報に関すること。 
 

  第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

３ 指定地方行政機関 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

（新設） （新設） 

 

（略） 

６ 指定地方公共機関 

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱 

(6)放送事業者 (信越放送㈱、㈱長野放送、㈱テレビ信州、長野朝日放送㈱、

長野エフエム放送㈱、㈱インフォメーション・ネットワーク・

コミュニティ、エルシーブイ㈱、㈱テレビ松本ケーブルビジョ

ン、㈱上田ケーブルテレビジョン、㈱ Goolight) 

気象予報及び警報、災害情報等広報に関すること。 
 

  
 
 
 
 
機関の追加 
 
 
 
 
 
 
 
事業者名の修正 
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様式【震】第２章第１節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第１節 地震に強い県づくり 

 

第３ 計画の内容 

  ２ 地震に強いまちづくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(ア) 地震に強い都市構造の形成 

ａ 広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各指定避難所への支援物資を届け

るための緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、主要な拠点と高規格道

路等のアクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路防災対策等を通じて、強靭

で信頼性の高い道路網の整備を図る。また、避難路、緊急輸送道路など防災上重

要な経路を構成する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じ

て、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、国が促進する一

般送配電事業者、電気通信事業者における無電柱化の取組と連携しつつ、無電柱

化の促進を図る。 

（略） 

ｄ 所有者不明土地を活用した防災空地、備蓄倉庫等の整備、災害発生のおそれの

ある所有者不明土地の管理不全状態の解消等、所有者不明土地の利用の円滑化等

に関する特別措置法に基づく措置を活用した防災対策を推進する市町村に対し、

必要な助言や支援を行うよう努めるものとする。 

（略） 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 地震に強い都市構造の形成 

ａ 避難路、緊急輸送道路など防災上重要な経路を構成する道路について災害時の

交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制

限を行うとともに、国が促進する一般送配電事業者、電気通信事業者における無

電柱化の取組と連携しつつ、無電柱化の促進を図るものとする。 

（略） 

ｅ 所有者不明土地を活用した防災空地、備蓄倉庫等の整備、災害発生のおそれの

ある所有者不明土地の管理不全状態の解消等、所有者不明土地の利用の円滑化等

に関する特別措置法に基づく措置を活用した防災対策を推進するものとする。 

 

  第１節 地震に強い県づくり 

 

第３ 計画の内容 

  ２ 地震に強いまちづくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(ア) 地震に強い都市構造の形成 

ａ 広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各指定避難所への支援物資を届け

るための緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、主要な拠点と高規格道

路等のアクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路防災対策等を通じて、強靭

で信頼性の高い道路網の整備を図る。また、避難路、緊急輸送路など防災上重要

な経路を構成する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じ

て、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、国が促進する一

般送配電事業者、電気通信事業者における無電柱化の取組と連携しつつ、無電柱

化の促進を図る。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（略） 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 地震に強い都市構造の形成 

ａ 避難路、緊急輸送路など防災上重要な経路を構成する道路について災害時の交

通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限

を行うとともに、国が促進する一般送配電事業者、電気通信事業者における無電

柱化の取組と連携しつつ、無電柱化の促進を図るものとする。 

（略） 

（新設） 
 

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
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様式【震】第２章第５節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第５節 救助・救急・医療計画 

 

第１ 基本方針 

地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき救助・救急用資機材の整備、医療用資機材、

医薬品等の備蓄、調達体制の整備を図るとともに、医薬品備蓄施設、消防署所等の耐震

強化を図る。 
また、災害時に医療活動の拠点となる災害拠点病院として指定した県１カ所の基幹災

害拠点病院及び二次医療圏に１箇所以上の地域災害拠点病院を中心とした災害医療体制

の整備を図るとともに、施設の災害対応機能の強化を図る。 
このほか、医療機関の被害状況、患者受入状況及び活動体制、災害発生、交通規制の

状況等について、関係機関が相互に把握できるよう情報共有、連絡体制の整備を行う。 
（略） 
第３ 計画の内容 

１ 救助・救急用資機材の整備 

(1) 現状及び課題 

令和４年４月１日現在、県内消防本部における救助救急車両の現有台数は、救助

工作車26台、救急自動車119台であり、消防力の整備指針に対する充足率は、救助工

作車96.3％、救急自動車98.3％である。 

（略） 

  ３ 災害拠点病院を中心とした災害医療支援体制の整備 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（健康福祉部） 

(ア)  国の指導に基づき、災害時において基幹的役割を果たす病院として県内に１

か所指定した基幹災害拠点病院、及び地域の中心的な役割を果たす病院として

県内に13箇所指定した地域災害拠点病院を中心とした災害医療体制の充実を図

るとともに、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・災害派遣精神医療チーム（ＤＰ

ＡＴ）・救護班・災害時小児周産期リエゾン（以下「災害派遣医療チーム（ＤＭ

ＡＴ）等」という。）による支援体制を確保する。 
また、医療の応援について近隣都道府県における協定の締結を促進するなど

医療活動相互応援体制の整備に努めるとともに、災害医療コーディネーター、

災害時小児周産期リエゾン、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の充実強化や

実践的な訓練、ドクターヘリの災害時の運用要領の策定や複数機のドクターヘ

リ等が離着陸可能な参集拠点等の確保の運用体制 の構築等を通じて、救急医療

活動等の支援体制の整備に努める。 
(イ) 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等が中期的にも活動を展開できる体制の確

立や、中長期的な医療を担うチームへの引継ぎ及び慢性疾患患者の搬送引継ぎ

  第５節 救助・救急・医療計画 

 

第１ 基本方針 

地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき救助・救急用資機材の整備、医療用資機材、

医薬品等の備蓄、調達体制の整備を図るとともに、医薬品備蓄施設、消防署所等の耐震

強化を図る。 
また、災害時に医療活動の拠点となる災害拠点病院として指定した県１カ所の基幹災

害拠点病院及び二次医療圏に１箇所の地域災害拠点病院を中心とした災害医療体制の整

備を図るとともに、施設の災害対応機能の強化を図る。 
このほか、医療機関の被害状況、患者受入状況及び活動体制、災害発生、交通規制の

状況等について、関係機関が相互に把握できるよう情報共有、連絡体制の整備を行う。 
（略） 
第３ 計画の内容 

１ 救助・救急用資機材の整備 

(1) 現状及び課題 

平成31年４月１日現在、県内消防本部における救助救急車両の現有台数は、救助

工作車26台、救急自動車120台であり、消防力の整備指針に対する充足率は、救助工

作車96.3％※ 、救急自動車99.2％※である。（※：H27.4.1 現在） 

（略） 

  ３ 災害拠点病院を中心とした災害医療支援体制の整備 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（健康福祉部） 

(ア)  国の指導に基づき、災害時において基幹的役割を果たす病院として県内に１

か所指定した基幹災害拠点病院、及び地域の中心的な役割を果たす病院として

県内に13箇所指定した地域災害拠点病院を中心とした災害医療体制の充実を図

るとともに、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・災害派遣精神医療チーム（ＤＰ

ＡＴ）・救護班・災害時小児周産期リエゾン（以下「災害派遣医療チーム（ＤＭ

ＡＴ）等」という。）による支援体制を確保する。 
また、医療の応援について近隣都道府県における協定の締結を促進するなど

医療活動相互応援体制の整備に努めるとともに、災害医療コーディネーター、

災害時小児周産期リエゾン、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の充実強化や実

践的な訓練、ドクターヘリの災害時の運用要領の策定や複数機のドクターヘリ

等が離着陸可能な参集拠点等の確保の運用体制 の構築等を通じて、救急医療活

動等の支援体制の整備に努める。 
(イ) 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が中期的にも活動を展開できる体制の確立

や、中長期的な医療を担うチームへの引継ぎ及び慢性疾患患者の搬送引継ぎに

  
 
 
 
 
 
 
実態に合わせて修正 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言の修正 
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様式【震】第２章第５節 

について、関係機関による合同訓練を通じ、円滑な引継ぎや搬送体制の確立に

努める。 
（略） 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(ウ) 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等が中期的にも活動を展開できる体制の確

立や、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等から中長期的な医療を担うチームへ

の円滑な引継ぎを図るため、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期

リエゾンの確保に努めるものとする。また、慢性疾患患者の広域搬送について

も、関係機関との合同訓練を通じて、円滑な搬送体制の確保に努めるものとす

る。 
 

ついて、関係機関による合同訓練を通じ、円滑な引継ぎや搬送体制の確立に努

める。 
（略） 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(ウ) 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が中期的にも活動を展開できる体制の確立

や、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）から中長期的な医療を担うチームへの円

滑な引継ぎを図るため、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエ

ゾンの確保に努めるものとする。また、慢性疾患患者の広域搬送についても、

関係機関との合同訓練を通じて、円滑な搬送体制の確保に努めるものとする。 
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様式【震】第２章第９節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第９節 障害物の処理計画 

 

第３ 計画の内容 

  １ 現状及び課題 

各種施設等へのパトロールなどの定期点検を行い、必要に応じて耐震のための措置

をとり、施設の倒壊等を未然に防止する。 

地震直後の道路上には、ありとあらゆる物が散乱し、これが障害物等となり応急対

策活動の妨げとなるものである。 

これらの障害物等の除去に当たっては、レッカー車、クレーン車、チェーンソーな

ど各種機械とともに操作者が必要であるので、これらの確保体制を整備しておく必要

がある。 

緊急輸送道路として確保すべき広域農道など基幹農道の管理は、市町村が行ってい

るが、障害物等除去体制について市町村と事前に対応を検討する。 

 

２ 実施計画 

(1)【県が実施する計画】（各部局） 

イ 緊急輸送道路とされている基幹農道について、速やかな障害物除去体制の整備を

行うよう市町村に対して助言する。（農政部） 

 

(2)【市町村が実施する計画】 

イ 緊急輸送道路とされている基幹農道について、速やかな障害物等除去体制の整

備を図るものとする。 

 

  第９節 障害物の処理計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 現状及び課題 

各種施設等へのパトロールなどの定期点検を行い、必要に応じて耐震のための措置

をとり、施設の倒壊等を未然に防止する。 

地震直後の道路上には、ありとあらゆる物が散乱し、これが障害物等となり応急対

策活動の妨げとなるものである。 

これらの障害物等の除去に当たっては、レッカー車、クレーン車、チェーンソーな

ど各種機械とともに操作者が必要であるので、これらの確保体制を整備しておく必要

がある。 

緊急輸送路として確保すべき広域農道など基幹農道の管理は、市町村が行っている

が、障害物等除去体制について市町村と事前に対応を検討する。 

 

２ 実施計画 

(1)【県が実施する計画】（各部局） 

イ 緊急輸送路とされている基幹農道について、速やかな障害物除去体制の整備を

行うよう市町村に対して助言する。（農政部） 

 

(2)【市町村が実施する計画】 

イ 緊急輸送路とされている基幹農道について、速やかな障害物等除去体制の整備

を図るものとする。 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言の修正 
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 新   旧  修正理由・備考 
 第１０節 避難の受入活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 避難計画の策定等 

(1) 現状及び課題  

阪神・淡路大震災や東日本大震災のような激甚な災害の発生時には、大規模かつ長

期の避難活動が予想され、きめ細かな避難計画が必要とされる。  

特に土砂災害警戒区域等の要配慮者利用施設については、避難誘導等の体制を強化

する必要がある。  

 

(2) 実施計画 

ア【県（危機管理部、県民文化部、健康福祉部、農政部、林務部、建設部、教

育委員会）及び市町村が実施する計画】 

(ア)  県及び市町村は、土砂災害警戒区域等の要配慮者利用施設に対して、警戒避難

体制の確立など防災体制の整備について助言する。 
(イ) 市町村は、予め住民に対し、ホームページ、広報誌等の様々な媒体によ

り、親戚・知人宅等への分散避難や、新型コロナウイルス感染症を含む感

染症の対応に関する情報を提供するものとする。  

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ【県が実施する計画】 

(ア) 災害発生時、県有施設においては、建物の破損等の発生が予想され、職員以外

に多数の在庁者もあることから、各施設の防火管理者は避難対策等に関する計

画を策定しておくものとする。（県有施設管理部局） 

県は、土砂災害警戒区域等の要配慮者利用施設に対して、警戒避難体制の確立

  第１０節 避難の受入活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 避難計画の策定等 

(1) 現状及び課題  

阪神・淡路大震災や東日本大震災のような激甚な災害の発生時には、大規模かつ長

期の避難活動が予想され、きめ細かな避難計画が必要とされる。  

また、特に土砂災害危険箇所等の要配慮者利用施設については、避難誘導等の体制

を強化する必要がある。 

 

(2) 実施計画 

ア【県（危機管理部、県民文化部、健康福祉部、農政部、林務部、建設部、教

育委員会）及び市町村が実施する計画】 

(ア)  県及び市町村は、土砂災害危険箇所等の要配慮者利用施設に対して、警

戒避難体制の確立など防災体制の整備について助言する。 

(イ) 県及び市町村は、予め住民に対し、ホームページ、広報誌等の様々な媒

体により、親戚・知人宅等への分散避難や、新型コロナウイルス感染症を

含む感染症の自宅療養者等の災害時の対応に関する問い合わせ窓口等の情

報を提供するものとする。  

(ウ) 保健所（長野県健康観察センター）は、陽性判定時又は自宅療養等開始

時に、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するものとす

る。  

(エ) 自宅療養者等の避難の確保を図るため、市町村は、突発災害時等にも自

宅療養者等がすぐに避難できるよう、自宅療養者等の避難先として、避難

所の専用スペース等（自宅療養者等のための避難所で、一般の避難所とは

別の建物をいう。又は同一建物の場合では、他の避難者と分けられた部

屋、動線、専用トイレ等をいう。以下同じ。）の確保に努めるものとす

る。  

また、保健所は、事前に風水害などが予想される場合は、感染拡大防止

のため、可能な限り宿泊療養施設で自宅療養者等を受け入れられるよう調

整に努めるものとする。 

 

イ【県が実施する計画】 

(ア) 災害発生時、県有施設においては、建物の破損等の発生が予想され、職員以外

に多数の在庁者もあることから、各施設の防火管理者は避難対策等に関する計

画を策定しておくものとする。（県有施設管理部局） 

県は、土砂災害危険箇所等の要配慮者利用施設に対して、警戒避難体制の確立

  
 
 
 
 
 
 
国土交通省通知 
により修正 
 
 
 
 
 
 
新型コロナウイルス感染

症の感染症法上の位置づ

けの変更に伴う修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国土交通省通知 
により修正 
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など防災体制の整備について助言する。（危機管理部、県民文化部、健康福祉部、

農政部、林務部、建設部、教育委員会） 

（略） 

(エ) 帰宅困難者の支援のため、株式会社デリシア、イオンリテール株式会社東

海・長野カンパニー、合同会社西友、株式会社キラヤ、株式会社ツルヤ、株式

会社ニシザワ、株式会社ベイシア、株式会社マツヤ、株式会社カインズ、株式

会社ケーヨー、本久ケーヨー株式会社、NPO法人コメリ災害対策センター、株

式会社綿半ホームエイド、長野県石油商業組合、株式会社壱番屋、株式会社セ

ブンーイレブン・ジャパン、山崎製パン株式会社、株式会社ファミリーマー

ト、株式会社モスフードサービス、株式会社ローソン、株式会社吉野家、長野

県農業協同組合中央会、株式会社ダスキン、大塚製薬株式会社との協定に基づ

き連携を強化する。（危機管理部・健康福祉部・農政部） 

（略） 

ウ【市町村が実施する計画】 

(ア) 避難路、指定緊急避難場所、及び指定避難所の指定 

ｂ  市町村は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本産

業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避

難場所であるかを明示するよう努めるものとする。 

(イ) 避難計画の作成 

 （削除） 

（避難指示については第３章第11節を参照） 

ｂ 指定緊急避難場所及び指定避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口、

責任者 

ｃ 指定緊急避難場所及び指定避難所への経路及び誘導方法 

ｄ 指定避難所開設に伴う被災者救援措置に関する事項 

ｅ 指定避難所の管理に関する事項 

ｆ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

（略） 

３ 避難所の確保 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(ウ) 福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあって

は、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、

災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる

体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な

限り確保されるものを指定するものとする。特に、要配慮者に対して円滑な

情報伝達ができるよう、多様な情報伝達手段の確保に努めるものとする。 
（略） 

など防災体制の整備について助言する。（危機管理部、県民文化部、健康福祉部、

農政部、林務部、建設部、教育委員会） 

（略） 

(エ) 帰宅困難者の支援のため、株式会社アップルランド、イオンリテール株式会

社東海・長野カンパニー、合同会社西友、株式会社キラヤ、株式会社ツルヤ、

株式会社ニシザワ、株式会社ベイシア、株式会社マツヤ、株式会社カインズ、

株式会社ケーヨー、本久ケーヨー株式会社、NPO法人コメリ災害対策センタ

ー、株式会社綿半ホームエイド、長野県石油商業組合、株式会社壱番屋、株式

会社セブンーイレブン・ジャパン、山崎製パン株式会社、株式会社ファミリー

マート、株式会社モスフードサービス、株式会社ローソン、株式会社吉野家、

長野県農業協同組合中央会、株式会社ダスキン、大塚製薬株式会社との協定に

基づき連携を強化する。（危機管理部・健康福祉部・農政部） 

（略） 

ウ【市町村が実施する計画】 

(ア) 避難路、指定緊急避難場所、及び指定避難所の指定 

ｂ  市町村は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工

業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避

難場所であるかを明示するよう努めるものとする。 

(イ) 避難計画の作成 

ｂ 高齢者等避難を伝達する基準及び伝達方法  

（避難指示、高齢者等避難については第３章第12節を参照） 

ｃ 指定緊急避難場所及び指定避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口、

責任者 

ｄ 指定緊急避難場所及び指定避難所への経路及び誘導方法 

ｅ 指定避難所開設に伴う被災者救援措置に関する事項 

ｆ 指定避難所の管理に関する事項 

ｇ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

（略） 

３ 避難所の確保 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(ウ) 福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあって

は、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、ま

た、災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることが

できる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室

が可能な限り確保されるものを指定するものとする。 
 

（略） 

 
 
 
事業者名の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名称の修正 
 
 
 
文言の整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
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(サ) 指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールト

イレ、マット、非常用電源、ガス設備、衛星携帯電話等の通信機器のほか、

空調、洋式トイレ等避難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者

にも配慮するものとする。また、停電時においても、施設・設備の機能が確

保されるよう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等の整備

に努めるものとする。 
（略） 
 

(ヌ) 市町村及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続

的な確保のために、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換

や避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材の確保・育成に

努めるものとする。 

(サ) 指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホール

トイレ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器の

ほか、空調、洋式トイレ等避難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、

要配慮者にも配慮するものとする。また、停電時においても、施設・設備

の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電

設備等の整備に努めるものとする。 
（略） 
 

(ヌ) 市町村及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継

続的な確保のために、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報

交換に努めるものとする。 
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様式【震】第２章第 20 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第２０節 通信・放送施設災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

 ３ 市町村防災行政無線通信施設災害予防 

(1) 現状および課題 

市町村と住民および防災関連機関への災害時における情報の収集伝達に有効であ

る市町村防災行政無線の整備については、令和４年度末現在次のとおりである。 

方式別 令和４年度末市町村数 

同報系（一斉通報） 69（89.6%） 

移動系（移動局） 51（66.2%） 

      ※複数種類を整備している市町村は、複数計上。 

 

  第２０節 通信・放送施設災害予防計画 

 
第３ 計画の内容  

  ３ 市町村防災行政無線通信施設災害予防 

(1) 現状および課題 

市町村と住民および防災関連機関への災害時における情報の収集伝達に有効であ

る市町村防災行政無線の整備については、令和３年度末現在次のとおりである。 

方式別 令和３年度末市町村数 

同報系（一斉通報） 69（89.6%） 

移動系（移動局） 53（68.8%） 

      ※複数種類を整備している市町村は、複数計上。 

 

  
 
 
 
 
 
時点修正 
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 新   旧  修正理由・備考 
 第２３節 土砂災害等の災害予防計画 

 

第２ 主な取組み  

２ 土砂災害特別警戒区域には原則として要配慮者利用施設の新築等は行わないものと

する。地域の状況等特別な理由があり、やむを得ず新築等を行う場合は、土砂災害に

備えた警戒避難体制を構築する。 

３ 要配慮者利用施設が所在する土砂災害警戒区域等について防災対策を推進する。 

 

４ 住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域を土砂

災害警戒区域、建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそ

れがあると認められる土地の区域を土砂災害特別警戒区域として指定する。 

 

第３ 計画の内容  

１ 地すべり対策  

(1) 現状及び課題 

本県は複雑な地質構造を有しており、特に県中北部の第三紀層地帯、及び南部の結

晶片岩地帯を中心に全国屈指の地すべり地帯が分布している。令和５年４月１日現

在、土砂災害警戒区域（地すべり）は 1,520 区域、地すべり危険箇所は 732 箇所(林

務部所管 412 箇所、農政部所管 320 箇所）ある。 

（略） 

３ 土石流対策  

(1) 現状及び課題  

一見、安定した河床、林相を呈している地域でも、豪雨によって土石流が発生し、

人家集落が壊滅的被害を受けている事例が多い。特に本県は、糸魚川－静岡構造線と

中央構造線が縦断し、土石流が発生しやすい急峻で脆弱な地質の土地が多く、令和５

年４月１日現在、土砂災害警戒区域（土石流）は 6,715 区域で、全国でも有数の土石

流の発生地を有している。 

 

(2) 実施計画  

イ【市町村が実施する計画】  

(イ) 土砂災害警戒区域ごとの特色を踏まえた土砂災害に関する情報の伝達方法、土

砂災害のおそれのある場合の避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避

難経路に関する事項及び円滑な警戒避難に必要な情報を住民等に周知させるた

め、これらの事項を記載した印刷物（ハザードマップ等）を配布しその他必要な

措置をとる。また、土砂災害警戒区域を住民に周知するものとする。 

（略） 

 

  第２３節 土砂災害等の災害予防計画 

 

第２ 主な取組み  

２ 土砂災害警戒区域等には原則として要配慮者利用施設の新築等は行わないものとす

る。地域の状況等特別な理由があり、やむを得ず新築等行う場合は、土砂災害に備え

た警戒避難体制を構築する。 

２ 土砂災害のおそれのある区域を土砂災害警戒区域、著しい危害が生じるおそれのあ

る区域を土砂災害特別警戒区域として指定する。 

３ 要配慮者利用施設が所在する土砂災害警戒区域及び土砂災害危険箇所等について防

災対策を推進する。 

 

 

第３ 計画の内容  

１ 地すべり対策  

(1) 現状及び課題  

本県は複雑な地質構造を有しており、特に県中北部の第三紀層地帯、及び南部の

結晶片岩地帯を中心に全国屈指の地すべり地帯が分布している。令和４年４月１日

現在、地すべり危険箇所は、1,973箇所（建設部所管1,241箇所、林務部所管412箇

所、農政部所管320箇所）ある。 

（略） 

３ 土石流対策  

(1) 現状及び課題  

一見、安定した河床、林相を呈している地域でも、豪雨によって土石流が発生

し、人家集落が壊滅的被害を受けている事例が多い。特に本県は、糸魚川－静岡構

造線と中央構造線が縦断し、土石流が発生しやすい急峻で脆弱な地質の土地が多

く、現在土石流発生危険渓流は5,912渓流で、全国でも有数の土石流の発生地を有し

ている。  

 

(2) 実施計画  

イ【市町村が実施する計画】  

(イ) 土砂災害警戒区域ごとの特色を踏まえた土砂災害に関する情報の伝達方法、

土砂災害のおそれのある場合の避難施設その他の避難場所及び避難路その他の

避難経路に関する事項及び円滑な警戒避難に必要な情報を住民等に周知させる

ため、これらの事項を記載した印刷物（ハザードマップ等）を配布しその他必

要な措置をとる。また、土石流危険渓流を住民に周知するものとする。 

（略） 

 

  
 
 
文言の修正 
 
 
 
 
国土交通省通知 
により修正 
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様式【震】第２章第 23 節 

４ 急傾斜地崩壊対策  

(1) 現状及び課題  

急峻な地形が多い本県では、山裾だけでなく市街地など広範囲で崖崩れが発生して

いる。令和５年４月１日現在、土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊）は 18,989 区域で

全国でも上位となっている。  

 

(2) 実施計画  

イ【市町村が実施する計画】  

(イ) 土砂災害警戒区域ごとの特色を踏まえた土砂災害に関する情報の伝達方法、

土砂災害のおそれのある場合の避難施設その他の避難場所及び避難路その他

の避難経路に関する事項及び円滑な警戒避難に必要な情報を住民等に周知さ

せるため、これらの事項を記載した印刷物（ハザードマップ等）を配布しその

他必要な措置をとる。また、土砂災害警戒区域を住民に周知するものとする。 

 

（略） 

５ 要配慮者利用施設が所在する土砂災害警戒区域等対策 

(1) 現状及び課題  

急峻な地形が多く、急流河川も多い長野県内には、多くの要配慮者利用施設が土砂

災害警戒区域等に立地している。 

これらの地区については、要配慮者対策の観点から効果的かつ総合的な土砂災害対

策の実施が必要である。  

 

(2) 実施計画  

ア【県が実施する計画】  

(ア) 土砂災害警戒区域等のうち、要配慮者利用施設が所在している箇所について

は、計画的な事業の推進を図る。（建設部）  

（略） 

(エ) 梅雨時期や台風時期前に、要配慮者利用施設管理者とともに、周辺の土砂災害

警戒区域等のパトロールをおこない、周辺の状況を把握することに努める。（建設

部）  

（略） 

６ 土砂災害警戒区域等の対策 

(1) 現状及び課題 

本県では、令和５年４月１日現在で 27,224 区域が土砂災害警戒区域に指定されて

いる。 

また、土砂災害警戒区域のうち、土砂災害特別警戒区域は 21,505 区域あり、区域内

には住宅もある。このため、開発行為等に対する規制及び適切な指導、あるいは住民

への情報の提供に留意する必要がある。 

４ 急傾斜地崩壊対策  

(1) 現状及び課題  

急峻な地形が多い本県では、山裾だけでなく市街地など広範囲で崖崩れが発生し

ている。現在の危険箇所数は8,868箇所（建設部所管）で全国でも上位となってい

る。  

 

(2) 実施計画  

イ【市町村が実施する計画】  

(イ) 土砂災害警戒区域ごとの特色を踏まえた土砂災害に関する情報の伝達方

法、土砂災害のおそれのある場合の避難施設その他の避難場所及び避難路そ

の他の避難経路に関する事項及び円滑な警戒避難に必要な情報を住民等に周

知させるため、これらの事項を記載した印刷物（ハザードマップ等）を配布

しその他必要な措置をとる。また、急傾斜地崩壊危険個所を住民に周知する

ものとする。 

（略） 

５ 要配慮者利用施設が所在する土砂災害警戒区域等及び土砂災害危険箇所等対策 

(1) 現状及び課題  

急峻な地形が多く、急流河川も多い長野県内には、多くの要配慮者利用施設が土砂

災害警戒区域及び土砂災害危険箇所等に立地している。 

これらの地区については、要配慮者対策の観点から効果的かつ総合的な土砂災害対

策の実施が必要である。  

 

(2) 実施計画  

ア【県が実施する計画】  

(ア) 土砂災害警戒区域等及び土砂災害危険箇所のうち、要配慮者利用施設が所在し

ている箇所については、計画的な事業の推進を図る。（建設部）  

（略） 

(エ) 梅雨時期や台風時期前に、要配慮者利用施設管理者とともに、周辺の危険箇所

のパトロールをおこない、周辺の状況を把握することに努める。（建設部）  

（略） 

 

６ 土砂災害警戒区域の対策 

(1) 現状及び課題 

本県では、令和４年６月30日現在で27,109区域が土砂災害警戒区域に指定されて

いる。 

また、土砂災害警戒区域のうち、土砂災害特別警戒区域は21,411区域あり、区域

内には住宅もある。このため、開発行為等に対する規制及び適切な指導、あるいは

住民への情報の提供に留意する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国土交通省通知 
により削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国土交通省通知 
により修正 
 
 
 
 
時点修正 
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様式【震】第２章第 23 節 

(2) 実施計画 

ウ【住民等が実施する計画】 

(ア) 住民は、平時より土砂災害の前兆現象に注意を払い、前兆現象を確認した時は、

遅滞なく市町村長、警察官等へ連絡する。また、土砂災害警戒区域等、避難施設

その他の避難場所及び避難路その他の避難経路について把握しておくなど、日ご

ろから土砂災害関連情報を収集する。更に土砂災害警戒情報発表に伴いその内容

を理解し自主避難等、避難行動ができるように努めるものとする。 

(2) 実施計画 

ウ【住民等が実施する計画】 

(ア) 住民は、平時より土砂災害の前兆現象に注意を払い、前兆現象を確認した時

は、遅滞なく市町村長、警察官等へ連絡する。また、土砂災害警戒区域等及び

土砂災害危険箇所、避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に

ついて把握しておくなど、日ごろから土砂災害関連情報を収集する。更に土砂

災害警戒情報発表に伴いその内容を理解し自主避難等、避難行動ができるよう

に努めるものとする。 

 

 
 
 
国土交通省通知 
により削除 
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様式【震】第２章第 26 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第２６節 道路及び橋梁災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 道路及び橋梁の震災に対する整備 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

 (オ) 一次緊急輸送道路、二次緊急輸送道路を定めて、緊急度の高い箇所から順次

整備し、災害に強い道路交通網整備を推進する（資料編参照）。特に、災害時も

含めた安定的な輸送を確保するため、道路法に基づき指定された「重要物流道

路」の機能強化を推進する。（建設部） 

  第２６節 道路及び橋梁災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 道路及び橋梁の震災に対する整備 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

 (オ) 一次緊急輸送路、二次緊急輸送路を定めて、緊急度の高い箇所から順次整

備し、災害に強い道路交通網整備を推進する（資料編参照）。特に、災害時も

含めた安定的な輸送を確保するため、道路法に基づき指定された「重要物流

道路」の機能強化を推進する。（建設部） 

  
 
 
 
 
 
文言の修正 
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様式【震】第２章第 29 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第２９節 農林水産物災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

２ 林産物災害予防計画 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（林務部） 

(イ) 健全な森林を育成するため、適正かつ計画的な間伐等を実施するとともに、適

正な方法による主伐・再造林を推進する。 

 

  第２９節 農林水産物災害予防計画 

 

第３ 計画の内容 

２ 林産物災害予防計画 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（林務部） 

(イ) 健全な森林を育成するため、適正かつ計画的な間伐等を実施する。 

  
 
 
 
 
 
文言の修正 
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様式【震】第２章第 31 節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第３１節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

 

第２ 主な取組み  

４ 土砂災害警戒区域等の把握、緊急点検体制整備に努める。 

（略） 

第３ 計画の内容 

４ 山腹・斜面及び渓流並びに施設に係る二次災害予防対策  

(1) 現状及び課題  

災害時において、地盤の緩みによる山腹・斜面の崩壊、地すべり及び渓流における

土石流の発生などの危険性があり、二次災害予防のためそれら災害が発生するおそれ

のある箇所（土砂災害警戒区域等）を予め把握しておくとともに緊急に点検実施でき

るよう体制を整備しておく必要がある。  

 
(2) 実施計画  

ア【県が実施する計画】（建設部）  

(ア) 土砂災害警戒区域等の把握  

 

  第３１節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

 

第２ 主な取組み  

４ 土砂災害危険箇所の把握、緊急点検体制整備に努める。 

（略） 

第３ 計画の内容 

４ 山腹・斜面及び渓流並びに施設に係る二次災害予防対策  

(1) 現状及び課題  

災害時において、地盤の緩みによる山腹・斜面の崩壊、地すべり及び渓流における

土石流の発生などの危険性があり、二次災害予防のためそれら災害が発生する危険が

ある箇所（土砂災害危険箇所）を予め把握しておくとともに緊急に点検実施できるよ

う体制を整備しておく必要がある。  

 
(2) 実施計画  

ア【県が実施する計画】（建設部）  

(ア) 土砂災害危険箇所の把握  

 

  
 
 
国土交通省通知 
により修正 
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様式【震】第２章第 32 節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第３２節 防災知識普及計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 住民等に対する防災知識の普及活動 

(2) 実施計画  

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(ア) 県民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメディ

ア、県ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発活動

を行う。 

（略） 

ｆ 地震発生時の地震情報（震度､長周期地震動階級、震源､マグニチュード､地震活

動の状況等）及び津波に関する知識 

（略） 

ｓ 各地域における避難対象地域、土砂災害警戒区域等に関する知識 

 

  第３２節 防災知識普及計画 

 

第３ 計画の内容  

１ 住民等に対する防災知識の普及活動 

(2) 実施計画  

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(ア) 県民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメディ

ア、県ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発活動

を行う。 

（略） 

ｆ 地震発生時の地震情報（震度､震源､マグニチュード､地震活動の状況等）及び津

波に関する知識 

（略） 
ｓ 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画に 
合わせて修正 
 
国土交通省通知 
により修正 
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様式【震】第３章第１節 

 
 新   旧  修正理由・備考 
 第１節 災害情報の収集・連絡活動 

 

第２ 活動の内容 

３ 被害状況等の調査と調査責任機関 

(1) 被害状況の調査は、次表に掲げる機関が関係の機関及び団体の協力を得て実施す

る。調査に当たっては、関係機関は相互に連絡を密にし、正確な情報の把握に努め

るものとする。 

(2) 市町村は、被害が甚大である等、市町村において被害調査が実施できないとき

は、次表の協力機関に定める県現地機関等に応援を求めるものとし、県現地機関等

は速やかに必要な応援を行い、被害情報等の把握に努める。 

(3) 地域振興局長は、被災地における被害の状況から情報の収集・連絡体制の強化が

必要であると認められる場合は、県危機管理防災課（総括調整班）に情報連絡員

（県本部リエゾン）等の応援派遣を求めるものとする。この場合、県危機管理防災

課（総括調整班）は必要な職員を速やかに派遣するものとする。 

なお、派遣先において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の発生及びまん

延が懸念される場合は、感染対策を適切に行うものとする。 

(4) 県・市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができないよ

うな災害が発生したときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集するよ

う特に留意し、被害の詳細が把握できない状況にあっても、迅速に当該情報の報告

に努めるものとする。  

(5) 市町村は、特に行方不明者の数については捜索・救助体制の検討に必要な情報で

あるため、住民登録の有無にかかわらず、当該市町村の区域内で行方不明となった

者について、県警察本部の協力に基づき正確な情報の収集に努めるものとする。ま

た、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得

て、積極的に情報収集を行うものとする。 

（略） 

５ 災害情報の収集・連絡系統 

(3) 関係機関における実施事項の概要 

イ 地震情報 

(ア) 緊急地震速報（警報・予報） 

      ａ 緊急地震速報（警報） 

最大震度５弱以上又は長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、

震度４以上又は長周期地震動階級３以上が予想される地域に対し、揺れにより

重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して発表するもの。一般にはテレビ

等を通じて伝えられる。 

なお地震に対する特別警報は、震度６弱以上又は長周期地震動階級４の揺れ

  第１節 災害情報の収集・連絡活動 

 

第２ 活動の内容 

３ 被害状況等の調査と調査責任機関 

被害状況の調査は、次表に掲げる機関が関係の機関及び団体の協力を得て実施す

る。調査に当たっては、関係機関は相互に連絡を密にし、正確な情報の把握に努める

ものとする。 

市町村は、被害が甚大である等、市町村において被害調査が実施できないときは、

次表の協力機関に定める県現地機関等に応援を求めるものとし、県現地機関等は速や

かに必要な応援を行い、被害情報等の把握に努める。 

地域振興局長は、被災地における被害の状況から情報の収集・連絡体制の強化が必

要であると認められる場合は、県危機管理防災課（応援・受援本部）に情報連絡員

（県本部リエゾン）等の応援派遣を求めるものとする。この場合、県危機管理防災課

（応援・受援本部）は必要な職員を速やかに派遣するものとする。 

 

 

また、県・市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができな

いような災害が発生したときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集する

よう特に留意し、被害の詳細が把握できない状況にあっても、迅速に当該情報の報告

に努めるものとする。  

市町村は、特に行方不明者の数については捜索・救助体制の検討に必要な情報であ

るため、住民登録の有無にかかわらず、当該市町村の区域内で行方不明となった者に

ついて、県警察本部の協力に基づき正確な情報の収集に努めるものとする。また、要

救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、積極的

に情報収集を行うものとする。 

（略） 

５ 災害情報の収集・連絡系統 

(3) 関係機関における実施事項の概要 

イ 地震情報 

(ア) 緊急地震速報（警報・予報） 

      ａ 緊急地震速報（警報） 

最大震度５弱以上の揺れが推定されたときに、震度４以上の揺れが予想され

る地域に対し地震動により重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して発

表するもの。一般にはテレビ等を通じて伝えられる。 

なお地震に対する特別警報は、震度６弱以上の大きさの地震動が予想される

場合に発表される緊急地震速報が該当する。これについては他の特別警報と異

  
 
 
 
文言の整理 
 
 
 
 
 
 
風水害対策編に合わせて

修正 
 
 
 
文言の整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
長野地方気象台による 
修正 
 
 
 

-19-



様式【震】第３章第１節 

が予想される場合に発表される緊急地震速報が該当する。これについては他の

特別警報と異なり、県から市町村への通知、市町村から住民等への周知の措置

が義務とはなっていない。 

ｂ 緊急地震速報（予報） 

最大震度３以上又はマグニチュード３．５以上もしくは長周期地震動階級１

以上等と予想されたときに、主に高度利用者向けとして伝えられる。 

（略） 

(ク) 長周期地震動に関する観測情報 

震度１以上を観測した地震のうち長周期地震動階級１以上を観測した場合

に発表する情報。 

地域毎の震度の最大値・長周期地震動階級の最大値のほか、個別の観測点毎

に、長周期地震動階級や長周期地震動の周期別階級等を発表（地震発生から10

分程度で１回発表）。 

（略） 

６ 通信手段の確保 

(3)【電気通信事業者が実施する事項】 

ア 災害時における県、市町村及び防災関係機関の重要通信確保を優先的に行う

ものとする。 
イ 速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害、復旧の状況や見通

し、代替的に利用可能な通信手段等について、関係機関及び住民に対してわか

りやすく情報提供（ホームページのトップページへの掲載、地図による障害エ

リアの表示等）するよう努めるものとする。 
 

なり、県から市町村への通知、市町村から住民等への周知の措置が義務とはな

っていない。 

 

ｂ 緊急地震速報（予報） 

最大震度３以上又はマグニチュード３．５以上等と推定されたときに、主に

高度利用者向けとして伝えられる。 

（略） 

(ク) 長周期地震動に関する観測情報 

震度３以上を観測した場合に発表する情報。 

高層ビル内での被害の発生可能性等について、地震の発生場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）、地域ごと及び地点ごとの長周期地震動階級等を発

表。 

 

（略） 

６ 通信手段の確保 

(3)【電気通信事業者が実施する事項】 

災害時における県、市町村及び防災関係機関の重要通信確保を優先的に行うも

のとする。 
（新設） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
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様式【震】第３章第３節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第３節 広域相互応援活動 

 

第１ 基本方針 

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、被災市町村単独では十分な応

急・復旧活動を実施することが困難な場合、地方公共団体相互、消防機機関相互及び公

共機関等相互においては、法令及び応援協定に基づき、また、表の左欄に掲げる場合に

行う具体的な広域応急対策活動は、それぞれ同表の中・右欄に掲げる応急対策活動要領

及び計画に定めるところにより、協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動を実施するも

のとする。 

また、県は、県内被災市町村における人的支援ニーズの把握に努め、県及び市町村に

よる応援職員の派遣等だけでは対応が困難な場合は、応急対策職員派遣制度に基づく派

遣要請を被災市区町村応援職員現地調整会議等において行うものとする。  

なお、被災市町村にあっては、発災直後の概括的な被害状況等を迅速に把握し、応援

要請に遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災害応急業務等が急

激に増加し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のための要員の確保が

必要になり、当該市町村の職員だけで対応していくことが困難な状況になることから、

応援要請に当たっては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の派遣

要請を行うものとする。  

また、被災地以外の市町村にあっては、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行

うとともに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応

援協定等により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断することとする。 

なお、派遣先において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の発生及びまん延が

懸念される場合は、感染対策を適切に行うものとする。 

 

 

 

（略） （略） 

①地震発生時の震央地名の区域が、「南海

トラフの巨大地震モデル検討会」において

設定された想定震源断層域と重なる区域で

あり、中部地方、近畿地方及び四国・九州

地方のいずれの地域においても、震度６強

以上の震度の観測又は大津波警報の発表の

いずれかがあった場合 

②「南海トラフの巨大地震モデル検討会」

において設定された想定震源断層域と重な

る区域でM８．０以上の地震が発生し、

・南海トラフ地震防災対策推進基本計画

（平成26 年3 月28 日中央防災会議決定） 

・「南海トラフ地震における具体的な応急対

策活動に関する計画」（平成27 年3 月30 

日中央防災会議幹事会決定、令和５年５

月改定） 

  第３節 広域相互応援活動 

 

第１ 基本方針 

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、被災市町村単独では十分な応

急・復旧活動を実施することが困難な場合、地方公共団体相互、消防機機関相互及び公

共機関等相互においては、法令及び応援協定に基づき、また、表の左欄に掲げる場合に

行う具体的な広域応急対策活動は、それぞれ同表の中・右欄に掲げる応急対策活動要領

及び計画に定めるところにより、協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動を実施するも

のとする。 

また、県は、県内被災市町村における人的支援ニーズの把握に努め、県及び市町村に

よる応援職員の派遣等だけでは対応が困難な場合は、応急対策職員派遣制度に基づく派

遣要請を被災市区町村応援職員現地調整会議等において行うものとする。  

なお、被災市町村にあっては、発災直後の概括的な被害状況等を迅速に把握し、応援

要請に遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災害応急業務等が急

激に増加し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のための要員の確保が

必要になり、当該市町村の職員だけで対応していくことが困難な状況になることから、

応援要請に当たっては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の派遣

要請を行うものとする。  

また、被災地以外の市町村にあっては、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行

うとともに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応

援協定等により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断することとする。 

職員を派遣する際は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員

の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底するものとする。  

また、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペー

スの適切な空間の確保に配慮するものとする。 

 

（略） （略） 

①地震発生時の震央地名の区域が、「南海

トラフの巨大地震モデル検討会」において

設定された想定震源断層域と重なる区域で

あり、中部地方、近畿地方及び四国・九州

地方のいずれの地域においても、震度６強

以上の震度の観測又は大津波警報の発表の

いずれかがあった場合 

②「南海トラフの巨大地震モデル検討会」

において設定された想定震源断層域と重な

る区域でM８．０以上の地震が発生し、

・南海トラフ地震防災対策推進基本計画

（平成26 年3 月28 日中央防災会議決定） 

・「南海トラフ地震における具体的な応急対

策活動に関する計画」（平成27 年3 月30 

日中央防災会議幹事会決定、令和４年６

月改定） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新型コロナウイルス感染

症の感染症法上の位置づ

けの変更に伴う修正 
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
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様式【震】第３章第３節 

「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）」が発表される可能性がある場合 

東京23 区の区域において、震度６強以上の

震度が観測された場合、又は東京23 区の区

域において震度６強以上の震度が観測され

ない場合においても、１都３県（埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県）の区域におい

て相当程度の被害が生じていると見込まれ

る場合 

・「首都直下地震における具体的な応急対

策活動に関する計画」（平成28年３月29 

日中央防災会議幹事会決定、令和５年５

月改定） 

①地震発生時の震央地名の区域が、「日本

海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検

討会」において設定された想定震源断層

域と重なる区域であり、青森県、岩手

県、宮城県のいずれの地域においても、

震度６弱以上の震度が観測され、かつ、

１道６県（北海道、青森県、岩手県、宮

城県、福島県、茨城県、千葉県をいう。

以下同じ。）のいずれの地域において

も、大津波警報の発表があった場合 

②地震発生時の震央地名の区域が、「日本

海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検

討会」において設定された想定震源断層

域と重なる区域であり、北海道において

震度６強以上の震度が観測され、かつ、

１道６県のいずれの地域においても、大

津波警報の発表があった場合 

③ただし、①又は②のいずれにも該当しな

い場合において、１道６県の地域で相当

程度の被害が生じていると見込まれる場

合 

・「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に

おける具体的な応急対策活動に関する計

画」（令和５年５月23日中央防災会議幹

事会決定） 

 

「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）」が発表される可能性がある場合 

東京23 区の区域において、震度６強以上の

震度が観測された場合、又は東京23 区の区

域において震度６強以上の震度が観測され

ない場合においても、１都３県（埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県）の区域におい

て相当程度の被害が生じていると見込まれ

る場合 

・「首都直下地震における具体的な応急対

策活動に関する計画」（平成28年３月29 

日中央防災会議幹事会決定、令和４年６

月改定） 

（新設） （新設） 
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様式【震】第３章第 10 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第１０節 障害物の処理活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 障害物除去処理 

(1) 基本方針 

障害となる物件の除去は、その所有者又は管理者が行うものであるが、復旧作業車

両、救援車両の通行路を優先して確保するため、障害物の権利関係に留意しつつ、緊

急輸送道路上の放置車両、被災車両及び倒壊物件等の交通障害物を直ちに除去する。 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（各部局） 

(イ) 障害物除去の方法 

 ｃ 緊急輸送道路の障害物を確認するため、発災と同時に当該輸送道路を通行止

めとする。（警察本部） 

（略） 

(オ) 応援協力体制 

ａ 緊急輸送道路として確保すべき農林道上の障害物については、速やかに除去

されるよう市町村を支援する。（農政部、林務部） 

 

  第１０節 障害物の処理活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 障害物除去処理 

(1) 基本方針 

障害となる物件の除去は、その所有者又は管理者が行うものであるが、復旧作業車

両、救援車両の通行路を優先して確保するため、障害物の権利関係に留意しつつ、緊

急輸送路上の放置車両、被災車両及び倒壊物件等の交通障害物を直ちに除去する。 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（各部局） 

(イ) 障害物除去の方法 

 ｃ 緊急交通路の障害物を確認するため、発災と同時に当該緊急交通路を通行止

めとする。（警察本部） 

（略） 

(オ) 応援協力体制 

ａ 緊急輸送路として確保すべき農林道上の障害物については、速やかに除去さ

れるよう市町村を支援する。（農政部、林務部） 

 

  
 
 
 
 
 
文言の修正 
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様式【震】第３章第 11 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第１１節 避難受入及び情報提供活動 

 

第１ 基本方針  

地震時においては、建築物の破損、火災、崖崩れ等が予想され地域住民の身体、生命

に大きな被害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策は第１次的実施責

任者である市町村長が中心に計画作成をしておくものとする。 

その際、要配慮者についても十分考慮するものとする。 

特に、県内には、多くの要配慮者利用施設が土砂災害警戒区域等内に所在しているた

め、避難指示、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施にあたっては、これらの施設に十

分配慮するものとする。 

 

第２ 主な活動 

１ 市町村長等は適切に避難指示を発令し、速やかにその内容を住民に周知する。 

（略） 

５ 県及び市町村は、広域的な避難が必要な場合は、相互に連携し、速やかな避難の実

施に努める。 

（略） 

第３ 活動の内容 

１ 避難指示  

(1) 基本方針 

地震に伴う災害により、人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要

と認められる場合には、住民に対して避難指示を発令する。 

発令者は、関係機関相互に緊密な連携を図りながら、地域住民の積極的な協力を

得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努めるとともに、避難指示を行った場合

は、速やかにその内容を住民に周知するものとする。 
 

(2) 実施計画 

ア 実施機関 

(ア) 実施事項 機 関 等 根 拠 対象災害 

避難指示 

市町村長 災害対策基本法第60条 災害全般 
知事 災害対策基本法第60条 災害全般 
水防管理者 水防法第29条 洪水 
知事又はその

命を受けた職

員 

水防法第29条・地すべり

等防止法第25条 

洪水及び地すべ

り災害全般 

警察官 
 

災害対策基本法第61条 

警察官職務執行法第
４

条 

災害全般 

自衛官 自衛隊法第94条 〃 

  第１１節 避難受入及び情報提供活動 

 

第１ 基本方針  

地震時においては、建築物の破損、火災、崖崩れ等が予想され地域住民の身体、生命

に大きな被害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策は第１次的実施責

任者である市町村長が中心に計画作成をしておくものとする。 

その際、要配慮者についても十分考慮するものとする。 

特に、県内には、多くの要配慮者利用施設が土砂災害危険箇所等に所在しているた

め、避難指示、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施にあたっては、これらの施設に十

分配慮するものとする。  

 

第２ 主な活動 

１ 避難指示の実施者は適切にその実施を行い、速やかにその内容を住民に周知する。 

（略） 

５ 県及び市町村は、広域的な避難が必要な場合は、速やかな避難の実施に努める。 

 

（略） 

第３ 活動の内容 

１ 避難指示  

(1) 基本方針 

地震に伴う災害により、人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要

と認められる場合には、住民に対して避難指示を行う。 

避難指示を行う者は、関係機関相互に緊密な連携を図りながら、地域住民の積極

的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努めるとともに、避難指示を行

った場合は、速やかにその内容を住民に周知するものとする。 
 

(2) 実施計画 

ア 実施機関 

(ア) 実施事項 機 関 等 根 拠 対象災害 

避難指示 

市町村長 災害対策基本法第60条 災害全般 
水防管理者 水防法第29条 洪水 
知事又はその

命を受けた職

員 

水防法第29条・地すべり

等防止法第25条 

洪水及び地すべ

り災害全般 

警察官 
 

災害対策基本法第61条 

警察官職務執行法第
４

条 

災害全般 

自衛官 自衛隊法第94条 〃 
指定避難所の 市町村長   

  
 
 
 
 
 
 
国土交通省通知 
により修正 
 
 
 
文言の整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新型コロナウイルス感染

症の感染症法上の位置づ

けの変更に伴う修正 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
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指定避難所の 
開設、受入れ 

市町村長   

（略） 

イ 避難指示の意味 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災

害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときに、

必要と認める地域の必要と認める居住者等（居住者、滞在者その他の者をいう。以

下同じ。）に対し、避難のための立退きを指示することをいう。 

 

ウ 措置及び報告、通知等 

(ア) 市町村長の行う措置 

ａ 避難指示 

災害時において、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を

防止するため、特に必要があると認めるときは、国の「避難情報に関するガイ

ドライン」等を参考に、次の地域の居住者等に対し、避難指示を発令するもの

とする。 

(a) 火災が随所に発生し、炎上火災の危険があり人的災害が予測される地域 

(b) 炎上拡大地域の風下に隣接し、延焼の危険が大きな地域 

(c) 避難路の断たれる危険のある地域 

(d) 爆発火災が発生し、再爆発の危険圏内にある地域 

(e) 酸素欠乏もしくは、有毒ガス等が大量に流出し、広域にわたり人的被害

が予想される地域 

このほか、土砂災害や洪水については、風水害対策編に準じて対応するものと

する。 

なお、地震発生時には、気象警報等の発表基準が引き下げられる場合があるこ

とに留意する。 

（略） 

オ 避難指示の内容  

避難指示の発令に際して、次の事項を明確にする。  

（略） 

カ 住民への周知  

(ア) 避難指示の発令者は、速やかにその内容を市町村防災行政無線、広報車等のあ

らゆる広報手段を通じ又は直接住民に対し周知する。 

避難の必要が無くなった場合も同様とする。 

特に、避難行動要支援者については、個々の態様に配慮した避難支援計画によ

り、確実に伝達する。 

(イ) 市町村長以外の発令者は、住民と直接関係している市町村長と緊密な連絡を取

り、周知徹底を図る。 

 

開設、受入れ 
 

（略） 

イ 避難指示の意味 

「指示」とは、被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、住民を避

難のため立ち退かせるためのものを言う。 

 

 

 

ウ 避難指示及び報告、通知等 

(ア) 市町村長及び消防機関の長の行う措置 

ａ 避難指示 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体

を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため、特に必要があると認め

るときは、次の地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難方向または指定

緊急避難場所を示し、早期に避難の指示を行うものとする。 

(a) 火災が随所に発生し、炎上火災の危険があり人的災害が予測される地域 

(b) 炎上拡大地域の風下に隣接し、延焼の危険が大きな地域 

(c) 避難路の断たれる危険のある地域 

(d) 爆発火災が発生し、再爆発の危険圏内にある地域 

(e) 酸素欠乏もしくは、有毒ガス等が大量に流出し、広域にわたり人的被害

が予想される地域 

（新設） 

 

 

 

（略） 

オ 避難指示の内容  

避難指示を行うに際して、次の事項を明確にする。  

（略） 

カ 住民への周知  

(ア) 避難指示を行った者は、速やかにその内容を市町村防災行政無線、広報車等の

あらゆる広報手段を通じ又は直接住民に対し周知する。 

避難の必要が無くなった場合も同様とする。 

特に、避難行動要支援者については、個々の態様に配慮した避難支援計画によ

り、確実に伝達する。 

(イ) 市町村長以外の指示者は、住民と直接関係している市町村長と緊密な連絡を取

り、周知徹底を図る。 
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（略） 

(カ) 避難情報や災害情報の周知のため、防災行政無線をはじめとして、コミュニテ

ィ放送、ケーブルテレビ、有線放送、電子メール等のほか、地域住民の協力によ

る伝達など多様な手段を用い、避難に関する情報及び被災状況や生活支援等に関

する各種情報の伝達を適時に行うとともに、災害の状況によっては臨時災害放送

局の開設を検討するものとする。 

 

キ 避難行動要支援者の状況把握及び避難支援 

県及び市町村は、災害発生後直ちに避難支援計画に基づき、民生・児童委員、自

主防災組織、消防、警察等関係機関の協力を得て、避難行動要支援者の安否、保健

福祉サービスの要否等について迅速かつ的確な把握に努める。 

また必要に応じて、避難行動要支援者名簿を活用した避難行動要支援者の避難支

援を行うものとする。 

 

ク 県有施設における避難活動  

(イ) 避難指示が発令された場合は、速やかに内容を庁内放送、自衛消防団員等によ

る伝令等あらゆる広報手段を通じ周知を行う。  

（略） 

３ 避難誘導活動  

(1) 基本方針  

避難指示の発令者は、人命の安全を第一に混乱を避け、安全かつ円滑な避難誘導に

努めるとともに、避難行動要支援者の避難に十分配慮するものとする。  

 

(2) 実施計画  

イ【住民が実施する対策】  

住民等は、電気のブレーカーの遮断、使用中の火気の消火等出火防止措置をと

った後、互いに協力して直ちに安全な場所へ避難するものとする。  

この場合にあっては、携帯品は食料、日用品等必要最小限とするものとする。  

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(カ) 高齢者等避難・避難指示をはじめとする災害情報の周知のため、防災行政無線

をはじめとして、コミュニティ放送、ケーブルテレビ、有線放送、電子メール等

のほか、地域住民の協力による伝達など多様な手段を用い、避難に関する情報及

び被災状況や生活支援等に関する各種情報の伝達を適時に行うとともに、災害の

状況によっては臨時災害放送局の開設を検討するものとする。 

 

キ 避難行動要支援者の状況把握及び避難支援 

県及び市町村は、災害発生後直ちに避難支援計画に基づき、民生・児童委員、自

治会、消防、警察等関係機関の協力を得て、避難行動要支援者の安否、保健福祉サ

ービスの要否等について迅速かつ的確な把握に努める。 

また必要に応じて、避難行動要支援者名簿を活用した避難行動要支援者の避難支

援を行うものとする。 

 

ク 県有施設における避難活動  

(イ) 避難指示は、速やかに内容を庁内放送、消防団員等による伝令等あらゆる広報

手段を通じ周知を行う。  

（略） 

３ 避難誘導活動  

(1) 基本方針  

避難指示を行った者は、人命の安全を第一に混乱を避け、安全かつ円滑な避難誘導

に努めるとともに、避難行動要支援者の避難に十分配慮するものとする。  

 

(2) 実施計画  

イ【住民が実施する対策】  

(ア) 要避難地区で避難を要する場合  

住民等は避難誘導員の指示に従い、電気のブレーカーの遮断、使用中の火気の

消火等出火防止措置をとった後、互いに協力して直ちに安全な場所へ避難するも

のとする。  

この場合にあっては、携帯品は食料、日用品等必要最小限とするものとする。  

(イ) 任意避難地区で避難を要する場合  

住民等は、災害が拡大し危険が予想されるときは、(ア)同様出火防止措置をと

った後、互いに協力し、安全な場所へ自主的に避難するものとする。  

この場合にあっては携帯品は食料、日用品等必要最小限とするものとする。 
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４ 避難所の開設・運営 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(イ) 指定避難所の管理運営に当たり、市町村から職員の派遣要請があり、必要

があると認めた場合は、可能な範囲において、職員を派遣する。 

なお、派遣先において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の発生及

びまん延が懸念される場合は、感染対策を適切に行うものとする。 

 

（略） 

イ【市町村が実施する対策】 

(キ) 指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がか

からないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に

関与する運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとす

る。この際、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材に対

して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えることができるよう留意す

ること。 

（略） 

(サ) 指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、

受付時の確認、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペース

の確保、適切な避難所レイアウト、感染症を発症した避難者や疑いのある者

の専用スペース又は個室の確保等の必要な措置を講じるよう努めるものとす

る。  

（略） 

７ 被災者等への的確な情報伝達 

(2) 実施計画 

ア【県及び市町村が実施する対策】 

(ア) 県及び市町村は、地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人

ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対

するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕

組みの整備等に努めるものとする。 

(イ) 市町村は半壊以上の被害を受けた在宅避難者及び親戚宅等避難者について

住家の被害認定調査、保健師等による保健衛生活動、罹災証明書の発行手続

き、避難所での炊き出し等において、在宅避難者及び親戚宅等避難者の避難

先や住まいの状況を把握し、被災者台帳等へ反映するよう努めるものとす

る。 
(ウ) 市町村自らの調査では避難先が把握出来ない場合は、民生・児童委員、社

会福祉協議会、自治会、ＮＰＯ・ボランティア等の協力や、広報による申出

の呼びかけ等により、把握に努めるものとする。 

４ 避難所の開設・運営 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(イ) 指定避難所の管理運営に当たり、市町村から職員の派遣要請があり、必要

があると認めた場合は、可能な範囲において、職員を派遣する。 

なお、職員を派遣する際は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策

のため、職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹

底する。 

（略） 

イ【市町村が実施する対策】 

(キ) 指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がか

からないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に

関与する運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとす

る。 

 

 

（略） 

(サ) 指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、

受付時の確認、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペース

の確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置を講じるよう努めるものと

する。 また、自宅療養者等が指定避難所に避難した場合には、避難所の専用

スペース等での受け入れを適切に行うものとする。 

（略） 

７ 被災者等への的確な情報伝達 

(2) 実施計画 

ア【県及び市町村が実施する対策】（危機管理部） 

 （新設） 
 
 
 

(ア) 市町村は半壊以上の被害を受けた在宅避難者及び親戚宅等避難者について

住家の被害認定調査、保健師等による保健衛生活動、罹災証明書の発行手続

き、避難所での炊き出し等において、在宅避難者及び親戚宅等避難者の避難

先や住まいの状況を把握し、被災者台帳等へ反映するよう努めるものとす

る。 

(イ) 市町村自らの調査では避難先が把握出来ない場合は、民生・児童委員、社

会福祉協議会、自治会、ＮＰＯ・ボランティア等の協力や、広報による申出

の呼びかけ等により、把握に努めるものとする。 

 
 
 
 
 
新型コロナウイルス感染

症の感染症法上の位置づ

けの変更に伴う修正 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
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(エ) 県及び市町村は、被災者のニーズを十分把握し、被害の情報、二次災害の 
危険性に関する情報、安否情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の

復旧状況、医療機関、スーパーマーケット、ガソリンスタンドなどの生活関

連情報、それぞれの機関が講じている施策に関する情報、交通規制、被災者

生活支援に関する情報等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適

切に提供するものとする。なお、その際、要配慮者、在宅避難者、応急仮設

住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在を把握できる広域避難者、

在日外国人、訪日外国人に配慮した伝達を行うものとする。 

(オ) 県及び市町村は、被災者のおかれている生活環境及び居住環境等が多様で

あることにかんがみ、情報を提供する際に活用する媒体に配慮するものとす

る。特に、停電や通信障害発生時は情報を得る手段が限られていることか

ら、被災者生活支援に関する情報についてはチラシの張り出し、配布等の紙

媒体や広報車でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるものとす

る。 
(カ) 県及び市町村は、要配慮者、在宅での避難者、応急仮設住宅等への避難

者等に配慮した正確な情報の伝達等により、生活環境の確保が図られるよ

う努めるものとする。  

(キ) 県及び市町村は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、

被災者等の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救

助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼ

さない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努めるものとする。この

場合において、県及び市町村は、安否情報の適切な提供のために必要と認め

るときは、警察、消防及び関係機関と協力して、被災者に関する情報の収集

に努めることとする。 

(ク) 県及び市町村は、障がいの種類及び程度に応じて障がい者が防災及び

防犯に関する情報を迅速かつ確実に取得することができるようにするた

め、体制の整備充実、設備又は機器の設置の推進その他の必要な施策を

講ずるものとする。 
(ケ) 県及び市町村は、障がいの種類及び程度に応じて障がい者が緊急の通

報を円滑な意思疎通により迅速かつ確実に行うことができるようにする

ため、多様な手段による緊急の通報の仕組みの整備の推進その他の必要

な施策を講ずるものとする。 

 

(ウ) 県及び市町村は、被災者のニーズを十分把握し、被害の情報、二次災害の 

危険性に関する情報、安否情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の

復旧状況、医療機関、スーパーマーケット、ガソリンスタンドなどの生活関

連情報、それぞれの機関が講じている施策に関する情報、交通規制、被災者

生活支援に関する情報等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適

切に提供するものとする。なお、その際、要配慮者、在宅避難者、応急仮設

住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在を把握できる広域避難者、

在日外国人、訪日外国人に配慮した伝達を行うものとする。 

(エ) 県及び市町村は、被災者のおかれている生活環境及び居住環境等が多様で

あることにかんがみ、情報を提供する際に活用する媒体に配慮するものとす

る。特に、停電や通信障害発生時は情報を得る手段が限られていることか

ら、被災者生活支援に関する情報についてはチラシの張り出し、配布等の紙

媒体や広報車でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるものとす

る。 

(オ) 県及び市町村は、要配慮者、在宅での避難者、応急仮設住宅等への避難

者等に配慮した正確な情報の伝達等により、生活環境の確保が図られるよ

う努めるものとする。  

(カ) 県及び市町村は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、

被災者等の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救

助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼ

さない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努めるものとする。この

場合において、県及び市町村は、安否情報の適切な提供のために必要と認め

るときは、警察、消防及び関係機関と協力して、被災者に関する情報の収集

に努めることとする。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 
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様式【震】第３章第 28 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第２８節 土砂災害等応急活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 大規模土砂災害対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(イ) 緊急調査の結果に基づき地すべりによる被害が及ぶおそれがある土地の区域

及び時期に関する土砂災害緊急情報を関係自治体の長に通知する。 

（略） 

イ【国が実施する対策】（地方整備局） 

(イ) 緊急調査の結果に基づき土砂災害が想定される土地の区域及び時期に関する

土砂災害緊急情報を関係自治体の長に通知するものとする。 
（略） 

ウ【市町村が実施する対策】 

(ア) 土砂災害緊急情報を住民に提供し、適時適切に避難指示等の処置を講じるも

のとする。 
（略） 

エ【住民が実施する対策】 

土砂災害緊急情報に注意を払い、避難指示等が出された場合これに迅速に従う

ものとする。 
 

２ 地すべり等応急対策 

(1) 基本方針 

監視体制を整え、規模、活動状況を把握し、警戒避難に関する情報を提供すると

ともに被害を最小限に留めるために応急工事を実施する。 

 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 警戒避難に関する情報を住民に提供し、必要に応じて避難指示等の処置を講

じるものとする。 

（略） 

エ【住民が実施する対策】 

警戒避難に関する情報に注意を払い、避難指示等が出された場合これに迅速に

従うものとする。 
 
 
 

  第２８節 土砂災害等応急活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 大規模土砂災害対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(イ) 緊急調査の結果に基づき地すべりによる被害が及ぶおそれがある土地の区域

及び時期に関する情報を関係自治体の長に通知する。 

（略） 

イ【国が実施する対策】（地方整備局） 

(イ) 緊急調査の結果に基づき土砂災害が想定される土地の区域及び時期に関する

情報を関係自治体の長に通知するものとする。 
（略） 

ウ【市町村が実施する対策】 

(ア) 警戒避難情報を住民に提供し、適時適切に避難指示等の処置を講じるものと

する。 
（略） 

エ【住民が実施する対策】 

警戒避難情報に注意を払い、避難指示等が出された場合これに迅速に従うもの

とする。 
 

２ 地すべり等応急対策 

(1) 基本方針 

監視体制を整え、規模、活動状況を把握し、警戒避難情報を提供するとともに被

害を最小限に留めるために応急工事を実施する。 

 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 警戒避難情報を住民に提供し、必要に応じて避難指示等の処置を講じるもの

とする。 

（略） 

エ【住民が実施する対策】 

警戒避難情報に注意を払い、避難指示等が出された場合これに迅速に従うもの

とする。 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
文言の修正 
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様式【震】第３章第 28 節 

３ 土石流対策 

(1) 基本方針 

監視体制を整え、被災状況、不安定土砂の状況を把握し、警戒避難に関する情報

を提供するとともに被害を最小限に留めるために応急工事を実施する。 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部） 

(イ) 二次災害に備えて必要に応じ警戒避難に関する情報を市町村、住民等に提供す

る。 

（略） 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 警戒避難に関する情報を住民に提供し、必要に応じて避難指示等の措置を講

じるものとする。 

（略） 

エ【住民が実施する対策】 

警戒避難に関する情報に注意を払い、避難指示が出された場合これに迅速に従

うものとする。 
 

４ 崖崩れ応急対策 

(1) 基本方針 

監視体制を整え、規模、崩壊状況を把握し、警戒避難に関する情報を提供すると

ともに被害を最小限に留めるために応急工事を実施する。 

 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 警戒避難に関する情報を住民に提供し、必要に応じて避難指示等の措置を講

じるものとする。 

（略） 

エ【住民が実施する対策】 

警戒避難に関する情報に注意を払い、避難指示が出された場合これに迅速に従

うものとする。 
 

３ 土石流対策 

(1) 基本方針 

監視体制を整え、被災状況、不安定土砂の状況を把握し、警戒避難情報を提供す

るとともに被害を最小限に留めるために応急工事を実施する。 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部） 

(イ) 二次災害に備えて必要に応じ警戒避難情報を市町村、住民等に提供する。 

 

（略） 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 警戒避難情報を住民に提供し、必要に応じて避難指示等の措置を講じるもの

とする。 

（略） 

エ【住民が実施する対策】 

警戒避難情報に注意を払い、避難指示が出された場合これに迅速に従うものと

する。 
 

４ 崖崩れ応急対策 

(1) 基本方針 

監視体制を整え、規模、崩壊状況を把握し、警戒避難情報を提供するとともに被

害を最小限に留めるために応急工事を実施する。 

 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 警戒避難情報を住民に提供し、必要に応じて避難指示等の措置を講じるもの

とする。 

（略） 

エ【住民が実施する対策】 

警戒避難情報に注意を払い、避難指示が出された場合これに迅速に従うものと

する。 
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様式【震】第３章第 29 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第２９節 建築物災害応急活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 一般建築物 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部） 

(イ) 市町村から、被災住宅や宅地の危険度判定の支援を要請され、必要があると認

められた場合は、職員を派遣するほか、広域的な支援の調整を行う。 

なお、職員の派遣先において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の発生

及びまん延が懸念される場合は、感染対策を適切に行うものとする。 

 

  第２９節 建築物災害応急活動 

 

第３ 活動の内容 

２ 一般建築物 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部） 

(イ) 市町村から、被災住宅や宅地の危険度判定の支援を要請され、必要があると

認められた場合は、職員を派遣するほか、広域的な支援の調整を行う。職員を

派遣する際は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、派遣職員

の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

  
 
 
 
 
 
 
新型コロナウイルス感染

症の感染症法上の位置づ

けの変更に伴う修正 
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様式【震】第３章第 32 節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第３２節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 建築物、構造物に係る二次災害防止対策 

(2) 実施計画 

 ア【県が実施する対策】 

［道路及び橋梁関係］ 

(イ) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、自転車や

バイク等の多様な移動手段の活用によりパトロール等を実施するととも

に、道路情報モニター及び官民のプローブ情報の活用等により情報収集を

行う。 

（建設部、警察本部、道路公社） 

（略） 

(オ) パトロール等による巡視の結果等をもとに、路上の障害物の除去及び被

災道路の応急復旧計画を策定し、建設業協会各支部と結んだ業務協定に基

づき、緊急輸送道路の機能確保を最優先に応急復旧工事を行う。 

また、路上の障害物の除去及び応急復旧対策の工法は、被害の状況、本

復旧までの工期施工量、資機材の有無等を考慮し適切な方法を選択する。 

（建設部、警察本部、道路公社） 

（略） 

ウ【関係機関が実施する対策】（地方整備局）  

(ア) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、事務所、

出張所において自転車やバイク等の多様な移動手段の活用により速やかに

パトロール等を実施するとともに、道路情報モニター及び官民のプローブ

情報の活用等により情報収集を行う。 

 

  第３２節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

 

第３ 活動の内容 

１ 建築物、構造物に係る二次災害防止対策 

(2) 実施計画 

［道路及び橋梁関係］ 

 ア【県が実施する対策】 

(イ) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、自転車や

バイク等の多様な移動手段の活用によりパトロール等を実施するととも

に、道路情報モニター及び官民の自動車プローブ情報の活用等により情報

収集を行う。 

（建設部、警察本部、道路公社） 

（略） 

(オ) パトロール等による巡視の結果等をもとに、路上の障害物の除去及び被

災道路の応急復旧計画を策定し、建設業協会各支部と結んだ業務協定に基

づき、緊急輸送路の機能確保を最優先に応急復旧工事を行う。 

また、路上の障害物の除去及び応急復旧対策の工法は、被害の状況、本

復旧までの工期施工量、資機材の有無等を考慮し適切な方法を選択する。 

（建設部、警察本部、道路公社） 

（略） 

ウ【関係機関が実施する対策】（地方整備局）  

(ア) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、事務所、

出張所において自転車やバイク等の多様な移動手段の活用により速やかに

パトロール等を実施するとともに、道路情報モニター及び官民の自動車プ

ローブ情報の活用等により情報収集を行う。 

 

  
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
 
 
 
 
 
文言の修正 
 
 
 
 
 
 
 
国の防災基本計画 
に合わせて修正 
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様式【震】第５章第３節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第３節 情報収集伝達計画 

 

第１ 地震予知に関する情報等の伝達 

１ 東海地震に関連する調査情報、東海地震注意情報及び東海地震予知情報 

(1) 伝達系統図 

ア 勤務時間内 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

２ 警戒宣言 

(1) 伝達系統図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  第３節 情報収集伝達計画 

 

第１ 地震予知に関する情報等の伝達 

１ 東海地震に関連する調査情報、東海地震注意情報及び東海地震予知情報 

(1) 伝達系統図 

ア 勤務時間内 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

２ 警戒宣言 

(1) 伝達系統図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
組織改正に伴う修正 
 

知 事 

副 知 事 

広 報 県 民 課 

住 民 等 

警 察 署 

庁内機関課長 

関 係 部 長 

市 町 村 等 

警 察 本 部 

報 道 機 関 自 衛 隊 

指定公共機関 

内 閣 府 

警 察 庁 

消 防 庁 

 

気 象 庁 危機管理部長 

県 危 機 管 理 
防 災 課 長 

東 京 事 務 所 

関 係 省 庁 

報告 

（庁内放送） 

指示 

指示 

指示 

指示 

報告 

報告 

報告 

知 事 

副 知 事 

広報・共創推進課 

住 民 等 

警 察 署 

庁内機関課長 

関 係 部 長 

市 町 村 等 

警 察 本 部 

報 道 機 関 自 衛 隊 

指定公共機関 

内 閣 府 

警 察 庁 

消 防 庁 

 

気象庁 危機管理部長 

県 危 機 管 理 
防 災 課 長 

東 京 事 務 所 

関 係 省 庁 

報告 

（庁内放送） 

指示 

指示 

指示 

指示 

報告 

報告 

報告 

広 報 県 民 課 

住 民 等 

警 察 署 

市 町 村 等 

警 察 本 部 

報 道 機 関 
自 衛 隊 

指定公共機関 

内 閣 府 

警 察 庁 

消 防 庁 

内閣総理大臣 
（ 内 閣 府 ） 

東 京 事 務 所 

関 係 省 庁 

報告 

（庁内放送） 

指示 

指示 

指示 

指示 
報告 

報告 

報告 
広報・共創推進課 

住 民 等 

警 察 署 

市 町 村 等 

警 察 本 部 

報 道 機 関 
自 衛 隊 

指定公共機関 

内 閣 府 

警 察 庁 

消 防 庁 

内閣総理大臣 
（ 内 閣 府 ） 

東 京 事 務 所 

関 係 省 庁 

報告 

（庁内放送） 

指示 

指示 

指示 

指示 
報告 

報告 

報告 
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様式【震】第６章第３節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第３節 情報の収集伝達計画 

 

第１ 南海トラフ地震臨時情報発表時の伝達 

１ 伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第３節 情報の収集伝達計画 

 

第１ 南海トラフ地震臨時情報発表時の伝達 

１ 伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
組織改正に伴う修正 
 

 

オンライン 
配信 

庁内放送 

 

使 走 

 

※勤務時間外は 
庁内放送を行わない。 

危 機 管 理 部 
 

長野地方気象台 

保健福祉事務所 
その他関係機関 

建 設 事 務 所 

地 域 振 興 局 
（総務管理課） 

庁 内 各 課 

広 報 県 民 課 

各 課 

市 町 村 

防災行政無線 FAX 

 

内線 FAX 

 

住民等 

オンライン 
配信 

庁内放送 

 

使 走 

 

※勤務時間外は 
庁内放送を行わない。 

危 機 管 理 部 
 

長野地方気象台 

保健福祉事務所 
その他関係機関 

建 設 事 務 所 

地 域 振 興 局 
（総務管理課） 

庁 内 各 課 

広報・共創推進課 

各 課 

市 町 村 

防災行政無線 FAX 

 

内線 FAX 

 

住民等 
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様式【震】第６章第６節 

 新   旧  修正理由・備考 
 第６節 避難対策等 

 

第３ 避難先の確保 

２ 避難所候補リストの作成 

(4) 避難所候補リストを作る際は、以下の例も参考に、避難所として使用する優先順

位の検討に必要な情報を整理するものとする。 

（略） 

オ 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域か否か 

 

  第６節 避難対策等 

 

第３ 避難先の確保 

２ 避難所候補リストの作成 

(4) 避難所候補リストを作る際は、以下の例も参考に、避難所として使用する優先順

位の検討に必要な情報を整理するものとする。 

（略） 

オ 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害危険箇所か否か 
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